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「少子化等に関する県民意識調査」の結果概要 
 
 

 

 

(1) 調査の概要 

 県民 5,000 人 公募 みなみパス会員 

実施時期 令和 5 年 11 月下旬から 12 月上旬に実施 

対象地域 鹿児島県内全域 

調査対象 
無作為に抽出した県内在住

の 18 歳以上の男女 5,000 人 
県内在住の 18 歳以上の男女 

南日本新聞社の会員サービス

「みなみパス」会員 10,443 人 

調査方法 
郵送による配布、郵送または

インターネットによる回収 

インターネットによる配布、

回収 

みなみアンケート（インターネ

ット調査）による配布、回収 

回収数・回収率 1,405 件（28.1%） 2,957 件 2,233 件 

(2) 主な調査結果（「かごしま子ども未来プラン 2020」の重点目標項目）  

目 標 項 目 

 

現状 

（H３０年度） 

調査結果 

（R5 年度） 

いずれは，結婚しようと考える未婚者（４０代まで）の割合 ６８．５％ ５６．３％ 

予定している子どもの数が２人以上と答える人の割合 ７４．７％ ８０．８％ 

子育てがしやすくなったと感じる人の割合 ２０．８％ ２５．６％ 

仕事と家庭の両立がしやすくなったと考える人の割合 １５．４％ ２４．４％ 

 

(3) その他の主な調査結果 

ア 独身でいる理由（複数回答） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅰ 県民を対象とした調査 

45.4%

25.9%

24.2%

15.6%

15.2%

43.5%

13.5%

15.4%

15.2%

12.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

適当な相手にまだめぐり会わないから

独身の自由さや気楽さを失いたくないから

結婚する必要性を感じないから

今は、趣味や娯楽を優先したいから

結婚資金が足りないから

今回調査（n＝1,001） 前回調査（n＝749）
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イ 未婚化・晩婚化が進んでいる原因（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ウ 結婚を希望する人への支援策として重要な施策（複数回答） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
エ 実際の子どもの数が理想とする子どもの数より少ない理由（複数回答） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

54.1%

46.6%

41.2%

27.2%

26.3%

47.0%

50.2%

48.3%

28.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

賃金を上げて安定した家計を営めるよう支援すること

安定した雇用環境を提供すること

夫婦がともに働き続けられるような職場環境の充実

結婚や住宅に対する資金援助等を行うこと

家事・育児の負担は性別に関わらず
協働である意識の啓発

今回調査（n＝6,595） 前回調査（n＝1,794）

58.0%

21.4%

21.1%

16.6%

14.6%

39.8%

15.5%

15.7%

12.6%

11.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

収入に対して、子育てや教育にお金がかかりすぎるから

高年齢で産むのはいやだから

育児の心理的・肉体的負担に耐えられないから

欲しいけれどもできないから

健康上の理由から

今回調査（n＝1,435） 前回調査（n＝517）

43.5%

41.1%

38.6%

31.5%

23.1%

44.6%

34.3%

45.7%

37.8%

22.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

女性の社会進出が盛んになり、
女性の経済力がついたから

結婚に魅力を感じないから

若いうちは、趣味や自分のやりたいことを
優先したいと考える人が増えたから

フリーターなど定職につけず、収入の少ない
若者が増えたから

結婚適齢期という考え方について
社会の意識が変化したから

今回調査（n＝6,595） 前回調査（n＝1,794）
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オ 男性が女性とともに積極的に子育てをしていくために必要なこと（複数回答） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
カ 子どもを健やかに産み育てるために，国，県，市町村に期待すること（複数回答） 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

67.1%

44.4%

41.8%

33.9%

31.4%

61.3%

53.2%

44.6%

27.3%

32.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

家事や育児は女性の役割だという固定的な考えを改めること

夫婦ともに家事や育児の責任を担い、協力して行うこと

労働時間短縮や休暇制度を普及させること

企業中心という社会全体の仕組みを改めること

家事や育児を男女がともに担えるような
教育や育て方をすること

今回調査（n＝6,595） 前回調査（n＝1,794）

67.9%

37.3%

33.5%

21.0%

15.4%

60.2%

38.1%

33.8%

19.6%

12.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

児童手当、医療費助成などの経済的支援

育児休業などの家庭と仕事を両立
できるような雇用環境の整備

保育サービスの充実

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）
のとれた働き方の実現に向けた環境の整備

小児医療の充実

今回調査（n＝6,595） 前回調査（n＝1,794）
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(1) 調査の概要 

  ア 調査期日   令和 5 年 11 月下旬から 12 月上旬に実施 

イ 調査対象企業 鹿児島県内の一般企業及び子育て応援企業から県が無作為に抽出 

ウ 調査方法   郵送による配布、郵送またはインターネットによる回収 

   エ 調査数       200 社（一般企業 100 社，子育て応援企業 100 社） 

  オ 回答数       100 件（50.0％） 

  カ 回答企業の従業員規模の割合                                   

 １０人未満 １０～１９人 ２０～２９人 ３０～４９人 ５０～９９人 １００人以上 

今回調査（令和 5 年度） １２．０％ ９．０％ １０．０％ １５．０％ ２２．０％ ２９．０％ 

(2) その他の主な調査結果 

ア 企業が従業員の結婚支援に取り組むことについて 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 貴社で取り組んでいる子育て支援の内容（複数回答） 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

  

Ⅱ 県内企業を対象とした調査 

23.1%

27.0%

31.7%

43.0%

3.0%

39.4%

3.8%

11.0%

1.9%

15.0% 1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

前回調査
（n＝104）

今回調査
（n＝100）

必要だと思う どちらかといえば必要だと思う
言葉も内容も知らない どちらとも言えない
どちらかといえば必要だと思わない 必要だと思わない
無回答

60.8%

55.7%

40.2%

32.0%

24.7%

60.6%

49.0%

51.9%

37.5%

42.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

妊娠中、育児中の勤務時間の短縮

始業・終業時間の繰り下げ・繰り上げ

残業（所定外労働）の免除

育児休業期間の延長

深夜残業の制限

今回調査（n＝97） 前回調査（n＝104）
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ウ ワーク・ライフ・バランスを推進する取組（複数回答） 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 

 

 
 
 
 
エ ワーク・ライフ・バランスの実現のために，行政に希望すること（複数回答） 
 

71.4%

64.3%

60.7%

42.9%

41.1%

63.6%

49.1%

60.0%

38.2%

43.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

１日未満単位（半日、１時間単位等）での休暇取得など、
年次有給休暇取得促進のための措置

ノー残業デーの設定など時間外の勤務削減のための取組

再雇用制度の導入

短時間勤務制度の導入

完全週休２日制の導入

今回調査（n＝56） 前回調査（n＝55）

45.0%

33.0%

25.0%

17.0%

17.0%

46.2%

40.4%

44.2%

7.7%

32.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

保育所、学童保育、介護施設などの充実

市内事業所の取組事例の紹介、関連情報・ノウハウの提供

ワーク・ライフ・バランスを推進するための法律や制度、
活用方法などに関する情報提供

市民を対象とした理解促進・啓発

事業所向けの講習会の開催

今回調査（n＝100） 前回調査（n＝104）


